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ゲームシリーズのタイトルの略称及びキャラクターコスチュームの
レンタル事業での使用の不正競争該当性

Does Using an Abbreviated Title of a Game Series and the Costumes of its Game 
Characters in a Rental Business Constitute an Act of Unfair Competition

　【要旨】本稿では，ゲームシリーズのタイトルの略称及び同ゲームシリーズに登場するキャラクターのイラストと類似する
コスチュームを日本国内外の観光客向けの公道カート等のレンタル事業に使用する行為が，不正競争防止法の不正競争に該
当するとしたマリカー事件・控訴審中間判決を解説する。解説においては，判決における①タイトルの略称等の使用の行為，
②コスチュームを着用した者が撮影されている写真及び動画のアップロードの行為並びに③レンタル事業の利用者へのコス
チュームの貸与の行為についての判断を従来の判決との比較から評価したうえで，留意すべき点を明らかにする。

キーワード：不正競争防止法，ゲームシリーズのタイトルの略称，キャラクターコスチューム，商品等表示該当性，商品等表
示としての使用該当性

１　はじめに

　本稿 1）は，ゲームシリーズのタイトルの略称及び同
ゲームシリーズに登場するキャラクターのイラストと類
似するコスチュームを日本国内外の観光客向けの公道
カート等のレンタル事業に使用する行為が，不正競争防
止法の不正競争に該当するとしたマリカー事件・控訴審
中間判決 2）（以下，「本中間判決」という。）を解説する
ものである。

２　本件及び本中間判決の概要

本件は，ゲーム等のコンテンツの制作，製造及び販
売等を業とする株式会社である X（任天堂株式会社）が，
自動車等の売買，リース，レンタル等を業とする株式会
社である Y（株式会社ＭＡＲＩモビリティ開発）による
後記の①～③などの行為が，不正競争防止法２条１項１
号又は２号の不正競争に該当すると主張し，Y に対して，
下記 Y 標章第１・２の使用の差止め等及び損害賠償の
請求をした事案である 3）。

図１　X 表現物マリオ

①	 カートレーシングゲームシリーズのタイトル（X
文字表示「マリオカート」）の略称（X 文字表示

「マリカー」）と類似する Y 標章第１（マリカー，
MariCar，MARICAR，maricar）を現実の公道カー
ト等のレンタル事業（本件レンタル事業）に使用す
る行為

②	 同ゲームシリーズに登場するキャラクターのイラス
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ト（X 表現物＜図１参照＞等）と類似するコスチュー
ム（Y 標章第２の一部，本件各コスチュームともい
う＜図２参照＞。）を着用した者が撮影されている
写真（本件写真）及び動画（本件動画）をインター
ネット上のサイトへアップロードする行為（本件掲
載行為）

③	 本件各コスチュームを本件レンタル事業の利用者に
貸与する行為（本件貸与行為）

図２　本件マリオコスチューム

不正競争防止法は，「他人の商品等表示…として需要
者の間に広く認識されているものと同一若しくは類似の
商品等表示を使用…［等］して，他人の商品又は営業と
混同を生じさせる行為」（不正競争防止法 2 条１項 1 号）
及び「自己の商品等表示として他人の著名な商品等表示
と同一若しくは類似のものを使用し，又はその商品等表
示を使用した商品を譲渡…［等］する行為」（不正競争
防止法 2 条１項２号）を「不正競争」としている。この「不
正競争」によって営業上の利益を侵害された者は，その
侵害者に対してその侵害の停止（不正競争防止法３条）
及びその損害の賠償（不正競争防止法４条）を請求する
ことができる。「商品等表示」は，「人の業務に係る氏名，
商号，商標，標章，商品の容器若しくは包装その他の商
品又は営業を表示するものをいう」（不正競争防止法 2
条１項 1 号）と定義されており，文字表示やキャラクター
のイラストを含むものである。

原判決 4）は，次の①～③のように判断してＸの損害賠
償請求及び差止請求を認容した（ただし，Y 標章第１の
差止めの対象から外国語のみで記載されたウェブサイト

やチラシによるものが除かれている。）。①の Y 標章第
１の使用行為について，原判決は，X 文字表示中「マリ
カー」を「需要者の間に広く認識されているもの」（周
知商品等表示）であるとしたが，同文字表示が日本語で
あることから日本語を解しない者の間では（X 文字表
示「マリオカート」も含め）広く認識されていないと
し，Y 標章第１の使用は日本語を解する需要者との関係
でのみ不正競争防止法 2 条１項 1 号の不正競争に該当す
るとした。また，原判決は，②の本件掲載行為について，
X 表現物が国内外の「需要者の間に広く認識されてい
るもの」であり，コスチュームを着用した人物の表示と
Ｘ表現物が類似のものであり，需要者に混同を生じさせ
るとして，不正競争防止法２条１項１号の不正競争に該
当するとした。③の本件貸与行為については，差止請求
の可否及び範囲の判断において，本件各コスチュームが
X 表現物の特徴を備えており，Ｙのその使用が需要者に
混同を生じさせるとして，営業活動において本件各コス
チュームを貸与という形で使用することが禁止されると
した。

Ｘ及びＹは，これを不服として控訴を提起した。
この控訴に対して本中間判決 5）は，①の Y 標章第１の

使用行為について，X 文字表示中「マリオカート」につ
いては日本国内の需要者の間で，その英語表示「MARIO 
KART」表示については日本国内外の需要者の間で「著
名な商品等表示」になっており，またそれらが Y 標章
第１と類似であると判断し，その使用が不正競争防止法
2 条１項２号の著名な商品等表示の使用に該当するとし
た。また，キャラクターのイラストである X 表現物が，
日本国内外の需要者の間で著名な商品等表示であり，②
本件掲載行為については，コスチュームを着用した人物
の表示と類似しているとして，また③本件貸与行為につ
いては，X 表現物と類似する本件各コスチュームを自己
の商品等表示として使用しているとして，不正競争防止
法 2 条１項２号の不正競争に該当するとした。

なお，本中間判決の後に X の差止及び損害賠償請求
を認めた終局判決 6）が出されている。

３　解説

以下では，本中間判決における① Y 標章第１の使用
の行為，②本件掲載行為及び③本件貸与行為についての
判断を従来の判決との比較から評価したうえで，実務上
留意すべき点を簡単に記す。
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３－１　①Y標章第１の使用の行為
（i）ゲーム（シリーズ）のタイトル及びその略称の商品

等表示該当性
（a）従来の判決との関係

本中間判決は，X 文字表示（カートレーシングゲー
ムシリーズのタイトルである「マリオカート」及びその
略称である「マリカー」）の「商品等表示」該当性を肯
定した。

従来の判決においても，ゲームソフトのシリーズ名
及びその略称が周知な商品等表示に該当するとし，その
商品等表示を一部に含むタイトルでテレビゲームの発売
前宣伝活動を行ったことが，周知商品等表示と類似の商
品等表示を使用して混同を生じさせる行為に該当すると
した〔ファイアーエムブレム事件〕判決 7）がある。

ただし，著作権法において「映画の著作物」には，
テレビゲームが含まれるとされているが，同じく「映画
の著作物」である「テレビ放映用映画ないし劇場用映画
については，映画の題号（タイトル）は，不正競争防止
法２条１項１号，２号所定の『商品等表示』に該当しな
い」とした判決 8）がある。同判決は，「本件表示は，著
作物である映画を特定するものであって，その表示から
直ちに当該映画の放映・配給事業を行う営業主体として
…認識されるものではない」として，「映画の放映・配
給事業を行う営業主体」特有の要素を考慮しており，映
画の著作物の題号一般について「商品等表示」該当性を
否定するものではない。

なお，X 文字表示「マリカー」のように事業者自身が
自己の商品の表示としては用いていない商品等表示の略
称や愛称が，不正競争防止法２条１項１号と同旨を定め
ていた旧不正競争防止法１条１項２号に該当するかを判
断した最高裁判決 9）がある。同判決は，旧法の「広く認
識された他人の営業であることを示す表示には…第三者
により特定の営業主体の営業であることを示す表示とし
て用いられ，右表示として広く認識されるに至ったもの
も含まれる」と判断した。この最高裁判決は，現行法下
の判決 10）でも踏襲されており，本中間判決も X 文字表示

「マリカー」を X の商品等表示に該当するとしている。

（b）コメント
他人のゲーム（シリーズ）のタイトル（の一部また

は略称）は，商品等表示とされることがあり，その使用
等の行為が不正競争防止法により不正競争とされること
があり得る。事業を行う者は，ゲームの製造や販売以外
の業務においてゲームのタイトルを使用する場合にも，

不正競争防止法による規制を考慮する必要がある。ただ
し，本中間判決の①では争われていないが，他人の商品
等表示の表示態様が，専ら商品の内容・特徴等を表現す
るために用いられたにすぎない場合（他人の商品等表示
を出所識別機能を果たす態様で使用していない場合）に
は，不正競争防止法２条１項１号及び２号の使用等には
該当しない 11）。この点については②本件掲載行為及び③
本件貸与行為において再度取り上げる。

（ii）著名性，類否及び混同
（a）従来の判決との関係
　本中間判決は，本件レンタル事業の需要者を日本人を
含む日本において観光の体験等として公道カートを運転
してみたい比較的若年の成年層の一般人であるとしたう
えで，X 文字表示「マリオカート」は日本国内の需要者
の間で，またその英語表示「MARIO KART」表示は原
判決とは異なり，日本の国内外の需要者の間で，それぞ
れ「著名」であったとしている。なお，傍論ではあるが，
略称であるマリカーは，日本国内の需要者の間で，広く
知られていたともしている。
　また，本中間判決は，日本国内の需要者との関係で，
X 文字表示「マリオカート」と Y 文字表示第１の１（マ
リカー）は，外観，称呼が類似しており，観念は同一で
あり，日本国内の需要者との関係では両者は類似してい
ると判断した。「MARIO KART」表示と Y 標章第１の
２～４（MariCar 等）は，外観，称呼が類似しており，
観念は，日本国内の需要者との関係では同一，日本国外
の需要者との関係では類似するとして，日本国内外の需
要者全てとの関係で両者が類似していると本中間判決は
判断した。
　他人の商品等表示と類似の商品等表示であるかを判断
するための基準については，前記の旧不正競争防止法 1
条 1 項 2 号について，「取引の実情のもとにおいて，取
引者，需要者が，両者の外観，称呼，又は観念に基づく
印象，記憶，連想等から両者を全体的に類似のものとし
て受け取るおそれがあるか否かを基準と」するとした最
高裁判決 12）がある。また，同判決の判断基準は，現行法
下の判決 13）においても踏襲されており，本中間判決もそ
れに従っている。
　なお，不正競争防止法２条１項２号の著名な商品等表
示の使用については，不正競争防止法２条１項１号とは
異なり需要者に「他人の商品又は営業と混同を生じさせ
る」ことが要求されていない。本中間判決は，X 文字表
示「マリオカート」及び「MARIO KART」表示を，原
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審とは異なり，不正競争防止法２条１項２号の「著名な
商品等表示」としたため，需要者による混同については
判断していない。当然，「Ｘは無関係」といった打ち消
し表示も不正競争防止法２条１項２号の適用においては
考慮されない。
　
（b）コメント
　日本国外の需要者の商品等表示の認識については，国
内外の需要者の間で広く認識されているとの主張があっ
たが，それが認められなかった事例 14）があるのみで，本
中間判決まで，商品等表示が日本国内外の需要者に周知
または著名であるとして，日本国外の需要者向けに外
国語のみで記載されたウェブサイト等で用いることも含
めて不正競争に該当するとした判決は存在していなかっ
た。本中間判決の判断によれば，日本国内外の需要者に
著名な商品等表示，とりわけ英語で表示されている商品
等表示を日本国外の需要者に向けたウェブサイトなどで
広告に使用する行為が，我が国の不正競争防止法により
不正競争とされる可能性がある。この点も日本国内での
営業活動に際して注意が必要である。

３－２　②本件掲載行為及び③本件貸与行為
(i) 本中間判決の判断
　本中間判決は，ゲームシリーズに登場するキャラク
ターのイラストである X 表現物が，同ゲームソフトの
長年にわたる販売及び人気並びに宣伝により，日本国内
外のゲームに関心を有する需要者の間で著名な商品等表
示となっているとした。また，本中間判決は，キャラク
ターのイラストである X 表現物とコスチュームを着用
した人物の表示との類似性の判断においては，X 表現物
との特徴の共通性，表現の類似性，同キャラクターのレー
シングゲームとしての著名性といった，具体的な取引の
実情を考慮した上で，両者が類似していると判断した。
　また，②の本件掲載行為について，本中間判決は，コ
スチュームを着用した人物の表示を含む写真のウェブサ
イトへの掲載及び動画のアップロードの行為が，不正競
争に該当するとともに，③の本件貸与行為について，Y
のレンタル事業を特徴付ける X 表現物と類似するコス
チュームの貸与の行為が商品等表示の「使用」であると
して，不正競争に該当するとした。

(ii) ゲームの登場キャラクターの商品等表示該当性
（a）従来の判決との関係
　ゲーム映像の商品等表示該当性については，ビデオ

ゲーム登場の初期から，裁判所は，「それ自体，商品の
出所を表示することを目的とするものではないが，…取
引上２次的に原告商品の出所表示の機能を備えるに至つ
た」として，他人の商品表示に該当するとしていた 15）。
また，比較的最近の〔ファイアーエムブレム事件〕判決
も，ゲームの影像の商品等表示該当性について，ゲーム
の影像自体が商品の出所表示を本来の目的とするもので
はないから，商品等表示機能を備え，商品等表示として
需要者から認識されることが必要であるが，同ゲーム映
像がそのように認識されていないとして商品等表示該当
性を否定している。

これに対して，キャラクターのイラストについて，
従来の判決 16）は，原則として商品等表示該当性を肯定し
ている。本中間判決もキャラクターが商品等表示足り得
るためには，本来的に商品の出所表示機能を有しない商
品の形態とは異なり，２次的な出所表示機能を備えるた
めに要求される他の同種商品とは異なる顕著な特徴は必
ずしも必要ないとしている。

（b）コメント
本件では，Ｘは，ゲームの登場キャラクターについて，

そのゲームの映像ではなく，ゲームシリーズに登場する
キャラクターの表現上の特徴を再現したイラスト（Ｘ表
現物）が商品等表示に該当すると主張し，本中間判決
は，その商品等表示該当性を肯定している。このような
Ｘの主張と本中間判決の判断は，同様にＸが原告となっ
てゲームの映像そのものの商品等表示該当性を主張した
が，それが認められなかった〔ファイアーエムブレム事
件〕判決と比較すると興味深い結果であるといえる。こ
の対比から，ゲーム（シリーズ）に登場するキャラク
ターの商品等表示該当性を主張する上では，ゲームの映
像そのものよりも，ゲーム制作の際に多く作成されるそ
のゲームのキャラクターの表現上の特徴を再現したイラ
ストの方が商品等表示として認められやすいことが示唆
される。

（iii）他人の営業表示と類似のものであるか
（a）従来の判決との関係

本中間判決は，キャラクターのイラストである X 表
現物とコスチュームを着用した人物の表示との類似性の
判断においても具体的な取引の実情を考慮した上で判断
すべきとして，X 表現物との特徴の共通性，表現の類似
性，同キャラクターのレーシングゲームとしての著名性
といった実情を上げている。その結果として，公道カー



ゲームシリーズのタイトルの略称及びキャラクターコスチューム

第 ４ 号（2021） 69

のレンタル事業での使用の不正競争該当性

トに乗り，本件マリオコスチュームを着用した各人物の
表示を見た需要者は，そこから X 表現物マリオを想起
するとし，両者が類似していると判断した。

従来の判決 17）も，本中間判決同様に，不正競争防止法
2 条 1 項 2 号の「類似」の判断に当たっては，取引の実
情を考慮する必要があるとしており，需要者がある商品
表示に接した場合に他人の著名な商品等表示を連想・想
起するか否かを基準としている。また，近時の裁判例で
は，需要者の混同を要しない不正競争防止法 2 条 1 項 2
号の趣旨を踏まえ，より具体的に「容易に著名な商品等
表示を想起させるほど類似しているような表示か否か」
により類否が判断されている 18）。

（b）コメント
キャラクターのイラストは著作権法によっても保護

されるが，著作権法では絵画部分を除くキャラクターの
保護が明確に否定 19）されている。これに対してキャラク
ターのイラストが不正競争防止法の商品等表示とされる
場合，前記のとおり表現以外の取引の実情も考慮して，
商品等表示を連想・想起するか否かにより，その類否が
判断される。そのため，キャラクターのイラストについ
ては，著作権法よりも不正競争防止法の商品等表示とさ
れる場合の方が類似とされる範囲が広くなることがあり
得る。事業者がキャラクターの保護を求める際には，こ
の点も留意する必要がある。

（iv）②本件掲載行為及び③本件貸与行為の不正競争行
為該当性

不正競争防止法２条１項 1 号及び２号にいう「使用」
とは，「他人の商品等表示を商品又は営業に用いること」
であり，「広告に用いる場合などを含む」と解されてい
る 20）。また，不正競争防止法２条１項２号は，「商品等表
示と同一若しくは類似のものを使用し，又はその商品等
表示を使用した商品を譲渡し，引き渡し，譲渡若しくは
引渡しのために展示し，輸出し，輸入し，若しくは電気
通信回線を通じて提供する行為」を不正競争としており，
商品等表示を使用した商品の「貸与」は含まれていない。

(a) ②本件掲載行為の不正競争行為該当性
本中間判決は，X 表現物と類似するコスチュームを

着用し公道カートに乗車した人物が表示されている本件
写真が，レンタル事業を営んでいる店舗ウェブサイトに
掲載されたものであり，また，コスチュームを着用した
人物が表示されている本件動画が，レンタル事業に関す

ることを表示しまたは同事業を紹介する内容であるた
め，単に本件レンタル事業の内容を説明するものではな
く，Y によって自己の商品等表示として用いられたとし
た。

前述のとおり，不正競争防止法２条１項２号は，自
己の商品等表示としての使用を要求しており，他人の著
名な商品等表示を自己の事業の出所を識別する機能を果
たす形で用いていない場合には，商品等表示としての使
用に該当しない 21）。このような文言のない不正競争防止
法２条１項 1 号も，他人の商品等表示を出所識別機能を
果たす態様で使用していない場合には，商品等表示の「使
用」には該当しないと解釈されている 22）。

本中間判決はこれを明示しないが，本件写真及び本
件動画について「単に本件レンタル事業の内容を説明す
るものではなく」と述べており，本中間判決も不正競争
防止法２条１項２号の商品等表示の「使用」に該当する
ためには，自己の商品等表示として出所を識別する機能
を果たす態様での使用が必要であると解している。

(b) ③本件貸与行為の不正競争行為該当性
本中間判決は，Y の店舗ウェブサイトにおける記載

などで本件各コスチュームを貸与する行為を強調し，そ
れを前面に出してカートレンタル等の事業の宣伝が行わ
れてきたこと，そして，本件コスチュームを着用した者
らの写真をＹ店舗ウェブサイトの予約ページで用いてい
ることなどから，本件各コスチュームを貸与する行為は，
Y のカートレンタル等の事業を特徴付けるものとして，
重要な地位を占めていることを理由に，Y が，本件各コ
スチュームを自己の商品等表示として使用しているとし
た。

従来の判決には，営業としての商品の貸与行為に商
品等表示を用いたか否かが問題となった事例23）が存在す
る。しかし，本件では，カートレンタル等の事業において，
Ｘ表現物に類似するコスチュームを貸与する行為が商品
等表示の使用にあたるか否かが問題となっており，本件
は従来の判決ではみられなかった事例であるといえる。

本中間判決は，本件各コスチュームを貸与する行為
を強調し，それを前面に出して本件レンタル事業の宣伝
が行われてきたこと及び本件貸与行為が，本件レンタル
事業を特徴付けるものとして，重要な地位を占めている
ことを指摘している。本中間判決は，このような本件特
有の要素から，Ｙが本件各コスチュームを自己の商品等
表示として使用しているとしたのであり，本中間判決を
商品等表示と類似する物の貸与一般について判断したも
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のであると理解すべきではない。商品等表示と類似する
物の貸与一般が不正競争とされる結果，現実に行われて
いる事業（例えば，それ自体が立体商標として登録され
ているような著名なブランドバッグの貸与の行為）が禁
止されることを本中間判決は想定していない。

カートレンタル等の事業の過程におけるコスチュー
ムの貸与によって，商品等表示であるＸ表現物に類似す
る本件コスチュームをカートレンタル等の事業を識別す
るための表示として用いたと本中間判決が判断したと評
価できる。繰り返しとなるが，本中間判決は，単なるコ
スチュームの貸与の行為が他人の著名な商品等表示の使
用となると判断したわけではない。そのため，そもそも
本件においてＹが主張するように不正競争防止法２条１
項１号及び２号の「使用」に貸与が含まれないとしても，
本件貸与行為の同号該当性を否定する根拠とはなりえな
い。なお，本中間判決は，Ｙの「使用」には「貸与」は
含まれないとの主張は採用できないとしている。

また，本件貸与行為で用いられている本件各コス
チュームは，ライセンシーが X の許諾・監修のもとに
作成した真正商品である。本件では当事者が主張してい
ないが，真正商品の貸与については，いわゆる消尽論に
より適法な行為とされる余地がある。従来の判決には，
真正商品の並行輸入について，消尽論によるものではな
いが，周知な商品等表示が適法に付された商品を輸入し，
販売するなどの行為は，出所識別機能及び品質保証機能
を害するものではないとして，不正競争行為としての違
法性を欠き，許容されるとした判決 24）がある。しかし，
前述のとおり，本件では商品等表示と類似する本件各コ
スチュームの貸与が不正競争に該当するか否かではな
く，本件各コスチュームを事業の識別のための表示とし
て用いたか否かが問題となっている。そのため，本件貸
与行為は，真正商品の譲渡のようにその商品を流通にお
く行為そのものを対象とするいわゆる消尽論（または機
能論）によっては適法な行為ということができない 25）。
　
(c) コメント

本中間判決によれば，権利者の許諾・監修のもとに
作成したコスチュームを用いた場合であったとしても，
著名な商品等表示とされるキャラクターイラストとコス
チュームを着用した人物の表示とが類似しており，自己
の商品等表示として出所を識別する機能を果たす態様で
の使用がなされている限りにおいて，コスチュームを着
用した人物の表示を含む写真や動画を用いた広告並び
に著名な商品等表示とされるキャラクターイラストと類

似するコスチュームの貸与が不正競争防止法２条１項２
号の不正競争とされる。しかし，コスチュームの貸与の
行為については，本件に特有の事情を考慮した結果，本
中間判決がそのコスチュームをカートレンタル等の事業
を識別するための表示として用いたと評価したものであ
り，本中間判決が商品等表示と類似する物の貸与一般を
不正競争にあたるとしたものではないことには留意する
必要がある。

４　おわりに

以上のように，本中間判決は，①の X 文字表示の使
用については，ゲームシリーズのタイトル及びその略称
の商品等表示該当性を肯定し，日本国内外の需要者の間
でも著名であったとした点で，また②の本件掲載行為に
ついては，商品等表示であるキャラクターのイラストと
コスチュームを着用した人物の表示とが類似していると
した点で，さらに③本件貸与行為については，事業を特
徴付けるコスチュームの貸与の行為が商品等表示の「使
用」であるとした点で，非常に興味深い判断を含むもの
であった。これらの点について，本中間判決は，本件を
従来の類似の判決（①について映画の題号の商品等表示
該当性を否定した判決や②についてゲームの映像そのも
のの商品等表示該当性を否定した判決）とは異なる事案
であるとするものであった。

また，本判決は，従来の判決にはない新たな判断（③
について商品等表示と類似する商品の貸与によって商品
等表示の使用と判断されるための要素）を示したもので
あった。そのような点から，本中間判決は，①ゲームシ
リーズのタイトルの略称と類似する標章をレンタル事業
に使用する行為，②同ゲームシリーズに登場するキャラ
クターのイラストと類似するコスチュームを着用した者
が撮影されている写真及び動画をインターネット上のサ
イトへアップロードする行為，及び③同コスチュームを
レンタル事業の利用者に貸与する行為をいずれも不正競
争防止法２条１項２号の不正競争に該当すると判断した
先例として重要な意義を有する。
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